
９月７日、国連大学本部ビル（東京都渋谷区）ウ・タント国際会議場において、

ILO 東京支局と外務省の共催で、児童労働をテーマとする公開フォーラムが開催

された。これは、１９９９年６月の ILO 第１８２号条約（最悪の形態の児童労働の禁止及

び撤廃のための即時の行動に関する条約）採択から２年を経て、１００ヵ国近くの批

准が達成され（注：２００１年１１月６日現在、批准国数は１０８ヵ国）、日本も本年６月１８

日に批准したことから企画された。

会場には、児童労働問題に対する国内

の関心の高さを反映して、多数の学生、

NGO、政府関係機関、企業、労働組合

の関係者など、４００名近くの聴衆が参加

した。

フォーラムの冒頭、森山眞弓法務大臣

（ILO 活動推進議員連盟会長）より挨拶

があった。森山大臣は、２億５千万人の

子どもたちが、単なる小遣い稼ぎではな

く生活のために働かされている現実を、

「人類未来への脅威」ととらえ、日本に

おいても、２１世紀を担う子どもたちの人

権を大人が尊重し、また、子どもたちが

自分自身を大切にして、健全な人間に成

長してもらいたいという願いを込めて、

児童買春禁止法が成立したとの背景を語

った。

ソマビア ILO 事務局長も、ビデオで

メッセージを送り、最悪の形態の児童労

働問題について、今の子どもたちが生き

ている間に必ず抜本的な対策が必要なこ

と、そして、そのためには、世代間の連

帯が最も重要であると訴えた。

続いて、フォーラムの特別ゲストとし

て児童労働に反対するNGO「グローバ

ルマーチ」のカイラシュ・サティアティ

代表（インド）が講演を行った。最悪の

形態の児童労働を強いられている子ども

の具体例として、サティアティ代表は、

「近所の子どもは学校に行っているのに、

なぜ私は働かなくてはいけないの？」と

母親に尋ねて「あなたは奴隷に生まれつ

いたのよ」と言われた女の子や、毎朝雇

い主の子どもたちの召使となって家事労

働をする児童奴隷、バングラデシュから

湾岸諸国に売られ、ラクダ乗りにさせら

ILO 第１８２号条約批准記念フォーラム開催

世界から、日本から、児童労働をなくそう
―みんなで話し合い、行動しよう―

ILO ジャーナル刷新のお知らせ

情報革命が進む中で、ILO情報を適

時、適切に配信するため、ILO 東京

支局ホームページ（http : //www.ilo.

org/tokyo）を開設し、「ILO ジャーナ

ル」その他の情報を掲載しているとこ

ろですが、２００２年からさらにホームペ

ージ、「ILO ジャーナル」の内容を一

新した上で、インターネットを中心と

する情報提供に移行することに致しま

した。詳細は現在検討中です。準備が

整い次第、お知らせ申し上げます。

引き続き当支局の ILO 情報をご利

用いただき、ILO 活動についてご支

援、ご協力いただければ幸いです。

なお、ILO に関する定期刊行物と

しては、財団法人日本 ILO 協会（!：
０３－３２９４－３３４１）発行の月刊誌「世界

の労働（年間予約購読料７，８００円）」が

ございますので、是非ご利用ください。

（２面へ続く）
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（１面から）

れた子ども、養子縁組とだまされてヨー

ロッパに連れていかれ、臓器移植の材料

として使われてしまう子どもなどの話を

挙げ、こうした子どもたちの悲劇を救う

解決策が教育であり、そのために先進国

がGNPの０．１％を使えば（日本人１人

当たり１年間に５千円弱）、すべての子

どもたちに内容のある義務教育を無料で

与えることができると呼びかけた。

◇第１８２号条約の意義と日本人の人権意

識

フォーラム第１部では、堀内光子 ILO

駐日代表より、第１８２号条約についての

解説があり、その後、「条約の意義と日

本人の人権意識」をテーマとするパネル

・ディスカッションが行われた。パネリ

ストとして参加したのは、神奈川大学法

学部の阿部浩己教授、有馬真喜子国連子

ども特別総会総理大臣個人代表、外務省

総合外交政策局の高須幸雄国際社会部長

（当時）、厚生労働省の岩田喜美枝雇用均

等・児童家庭局長である。

国際的な人権保障に詳しい阿部教授か

らは、子どもの人権擁護と経済のグロー

バリゼーションの観点から、今、最悪の

児童労働問題に取り組む意義についての

発表があった。続いて、有馬代表（注：

国連子ども特別総会は、その後、ニュー

ヨークで起きた同時多発テロの影響で、

２００２年５月に延期された）が、１９９６年に

ストックホルムで開催された第１回児童

の商業的性的搾取に反対する世界会議に

政府代表顧問として出席した際、日本発

の子どもポルノが世界中からひんしゅく

を買っていることを知り大きなショック

を受けたこと、また、今回の子ども特別

総会には子どもの代表が当事者として参

加することになっており、新たな発展が

期待されることを述べた。

高須部長は、日本国憲法の精神に基づ

く「人間の安全保障」の観点から、全世

界の子どもたちのために教育機会を確保

し、社会的脅威にさらされている子ども

を守る必要を指摘し、われわれは他者の

痛みを自分の痛みとして感じる能力を養

い、他者と協力して行動していかなけれ

ばならないとのメッセージを送った。

また、ILO 第１８２号条約採択時に、日

本政府代表として総会に参加した岩田局

長は、グローバル化の中で ILO がどの

ような役割を担うのかという問いに対す

る答えでもある１９９８年採択の「労働にお

ける基本的原則及び権利に関する ILO

宣言」の文脈における第１８２号条約の意

義と、今日の日本社会における意味（多

国籍企業、児童買春・ポルノ等）につい

て話した。

◇児童労働に対する国内・海外の取り組

みと日本の問題

第２部では、「児童労働をなくすため

の活動」と題し、ILO の児童労働撲滅

国際計画（IPEC）の説明や、日本労働

組合総連合会が IPECの一環としてフィ

リピンで実施した観光産業で働く子ども

を対象とする調査活動についての報告が

あった。また、日本のNGOとして、ア

ジアの女性と子どもネットワーク、フリ

ー・ザ・チルドレン・ジャパン、国際子

ども権利センターの代表がそれぞれの活

動内容を報告した。

最後に、第３部では、私たちの身近に

ある問題としての中高生買春と青少年に

広がる薬物乱用が取り上げられた。

まず、児童買春・ポルノ問題に取り組

む国際NGOであるエクパット!スト
ップ子ども買春の会の宮本潤子共同代表

より、さまざまな形で国内に横行する中

高生への商業的性搾取に対する社会の意

識のねじれについて指摘があった。日本

は、海外で子どもを性的に搾取する、海

外から入国した１８歳未満の子どもを国内

で買春する、インターネットで子どもポ

ルノを発信する、援助交際という言葉と

行為を韓国や台湾に輸出する、など多く

の局面でこの問題に関わっているとの問

題が提起された。

続いて、若者グループで援助交際問題

に取り組んでいるアジアの女性と子ども

ネットワーク・ユースの飯田綾さんが、

援助交際の市場は、近年地下に潜行しな

がら年間５７０億円の規模にまで拡大して

おり、さまざまな境遇にある女子中高生

たちが、「相手は子どもだから大人の好

きにできる」という低い人権意識を持つ

大人に搾取された結果、心と体を蝕まれ、

健康と安全が守られない劣悪な環境に置

かれている現状について報告した。

明治学院高等学校の小暮修也先生から

は、２年前にフィリピンの性的虐待を受

けた子どものリハビリ施設から少女が来

日し、話を聞いたことをきっかけに、日

本の高校生たちが、この問題を自分たち

の問題として意識し、国内で活動を始め

た経緯が話された。その過程で、自分た

ちの活動は、海外の被害者のための活動

であると同時に、自分たちの社会を見つ

め直すことでもあると気付いたという。

また、援助交際問題についても、若者の

薬物乱用問題でも、学校において、十分

な教育がなされていない現状があるとの

指摘があった。

最後に、国立精神・神経センター精神

保健研究所の和田清薬物依存研究部長よ

り、世界的なスケールで比較すれば、ま

だまだ少ないけれども、第３次覚醒剤乱

用期といわれる中で、児童生徒がこの問

題に組み込まれ、約１０万人の中学生がシ

ンナーや大麻・覚醒剤に１回は手を出す

ような状況が、国内でも進行しつつある

との報告がなされた。

会場の参加者も、国内に関連する問題

に関心が高く、薬物が日本に入ってくる

ルート、若者が援助交際をする理由、イ

ンターネット社会の弊害などについての

質疑、討論が繰り広げられた。

東京支局はフォーラムに加え、９月４

～１３日に国連大学本部ビルUNギャラ

リーで児童労働に関する写真や各種資料

の展示を行った。

この公開フォーラムの機会に、ILO

東京支局では、人権問題への意識を幅広

く身近なものに感じてもらおうと、写真

のような「You have rights！」のＴシ

ャツを作りました。サイズは、アメリカ

標準で JL（ジュニアL）、S、M、L、XL

の５種類、色は黒とネイビーの２種類で、

１枚１，０００円（送料別）でお分けしてい

ます。ご希望の方は、電話（０３"５４６７"２７０１）
・ファクス（０３"５４６７"２７００）・Eメール
（tokyo@ilo.org）にてお申し込み下さい。
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ジュネーブ
便り

９月１１日のテロ攻撃に対し
ILO事務局長と理事会三役が声明発表

ILO のソマビア事務局長と理事会三

役（トゥ議長、ブレット労働者側副議長、

フネス・デ・リオハ使用者側副議長）は、

９月１１日の同時多発テロ事件によって多

くの働く人々が犠牲になったことを悼み、

９月２６日に以下のような声明を発表した。

９月１１日の非道なテロ行為は、働く

人々を標的にした。

この悲劇は、世界約６０カ国数千人の

様々な職業に従事する働く人々の生命を

奪い、たちまち我々全てに関わる地球規

模の人類的悲劇となった。我々は死者を

悼み、遺族に対する深い悲しみと弔意を

表するものである。

危難にある人々の救助を職務として亡

くなったレスキュー隊員の犠牲は、恐る

べき苦難のただ中におけるまれにみる勇

気と英雄的行為として永遠に我々の記憶

に留まるだろう。

我々は、ILO における米国代表であ

る労働長官、アメリカ労働総同盟・産業

別労働組合会議（AFL―CIO）、米国国際

企業協議会に、このような気持ちを伝え

た。

この攻撃による損害の大きさはまだ数

え終えられていない。攻撃とその世界的

な影響の結果として、世界全体で数十万

人の人々の暮らしが脅かされていること

に我々は気づいている。これこそ、経済

の不確実性の広がりの中で、将来の生活

に不安を抱く人々に対し、職場における

安全保障と社会的保護を巡る ILO の創

立理念が応えていく条件である。

景気下降に加え、恐怖が、世界中の多

くの無垢な人々の心をとらえている。テ

ロリズムは至る所の政府、労働者、使用

者に対する脅威である。我々はこの重大

な出来事の多様な影響に ILO がどうす

れば最も良く取り組むことができるか、

偏見のない率直な気持ちで検討する必要

がある。

１９１９年に定められた ILO の憲章は、

「世界の永続する平和は、社会正義を基

礎としてのみ確立することができる」と

記す。１９４４年に採択されたフィラデルフ

ィア宣言はさらに、一部の貧困は、全体

の繁栄にとっての危険であることを認め、

「すべての人間は、人種、信条又は性に

かかわりなく、自由及び尊厳並びに経済

的保障及び機会均等の条件において、物

質的福祉及び精神的発展を追求する権利

をもつ」と定める。

人類の恐るべき紛争の結果として採択

されたこれらの文書は、二度と再び人類

がこのような非人道的行為の標的になら

ないよう、今、共に努力する過程におい

ても、依然我々を鼓舞し続けるだろう。

この悲しみと決断の時にあって、ILO

は、民主主義と人間性という基本的価値

の擁護に向けて、国際社会全体と共に邁

進するものである。

………………………………………………

訃
報

工藤誠爾氏（くどう・せいじ）

９月２７日死去、８４歳。１９７８～７９

年 ILO 東京支局長。１９４５年厚生

省入省。１９４７年労働省入省、１９５７～５９年

在ジュネーブ国際機関日本政府代表部一

等書記官。労働大臣官房審議官（国際労

働担当）時代を始め、ILO の総会、理事

会等に出席。１９６６年労働省退職後、労働

福祉事業団理事、雇用促進事業団副理事

長等を歴任。

Decent Work ILO 本部計画運営局
津嶋 麗子

８月下旬、仕事のお昼休みの間、友達と旧市街に行った。歴

史美術博物館の斜め向かいの小さな広場でサンドイッチを食べ

ていたとき、博物館の真向かいにある小さな丘にじっと座って

遠くを見つめている女性がいることに気づいた。そして、私は

彼女を見ながら色々なことを考えた。

服装からは、彼女が東欧ムスリム系女性だろうと判断できる。

ちょうどコソボの紛争が起こっていたときに、同じような装い

をした難民女性がフランスの大型スーパーの駐車場で小銭をせ

びっていたことを思い出す。そのときの女性はアグレッシブで

あったため、恥ずかしながら彼女達の苦悩を瞬間的に忘れ、同

情よりもいらだちを覚えた。

丘の向こうの女性も難民なのだろうか。財産やほとんどの所

有物を残して生と死の狭間をくぐりぬけてきたのだろうか。そ

れともまったく難民とは関係なく、単に買い物に疲れて一休み

している一スイス人なのだろうか。

駐車場のアグレッシブな難民女性も、一人の時間は眺めの良

いところにじっと座ってすごしているのかもしれない。人は、

それぞれの仕事や状況にあったアイデンティティーをとりいれ、

演劇のようにその人物になりきることがある。駐車場の難民女

性は彼女にアグレッシブな印象を与えた物乞いの仮面をかぶっ

ていたのであろうか。本当の姿は丘の上の女性なのだろうか。

そしてこのようなひととき、彼女は静かに故郷を思い出してい

るのだろうか……等々、勝手に丘の上の女性の人生を頭の中で

想像していた。

ふと、ILO のDecent Work Agenda が頭に浮かぶ。紛争

や自然災害によって長年に渡って築き上げた生活を急にもぎ取

られてしまった人々にとってDecent Workの糸口はどこに

あるのか。さらに、Decent Workの定義や、実際化を、毎日

のように ILO スタッフ間で話し合っているが、例えば私が見

た難民女性はどの様な仕事をDecent と思うのだろうか。そ

のようなことを考えていたら、仕事に戻る時間になっていた。

同時に丘の上の女性も立ち上がるところだった。私も彼女も、

違う立場からDecent Workの追求へと向かった。

ILO の現勢
（２００１年１２月１日現在）

加 盟 国 数 ………………１７５

条 約 の 数 ………………１８４
（うち撤回５）

勧 告 の 数 ………………１９２

加盟国の平均批准数 ……………４０

OECD諸国の平均批准数 ………６７

日本の批准条約数 ………………４５
! ! ! !
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第２８２回 ILO理事会 グローバル化の世界委員会設置を決定

ミャンマー強制労働対策の影響限定的と結論

１１月１～１６日にジュネーブの ILO 本

部で開かれた第２８２回 ILO 理事会の主な

決定事項は次の通り。

◇ミャンマーの強制労働

去る９月１７日～１０月１３日にミャンマー

とタイにおいて、ミャンマー政府の講じ

ている強制労働対策の実施状況と現実的

な影響を調査したハイレベルチーム（団

長：旧ユーゴスラビアとルワンダの国連

国際法廷判事を務めたニニアン・スティ

ーブン元オーストラリア総督）の報告書

が提出され、検討された。理事会は、問

題解決に向けた政府の努力は認めながら、

措置の影響は限られているとして、同国

の努力を監視するオンブズマンの任命、

ILO 代表の同国常駐を含む技術協力の

提供を ILO 事務局長に求める結論に達

した。

報告書は、新法施行からほぼ１年がた

つにもかかわらず、軍の影響がある場所、

特に紛争が続く国境地帯では、依然、荷

物運び、軍事キャンプの設置、農作業な

どの強制労働が見られると記す。影響が

限られている理由としては、!軍の独立
独行政策、"新法の存在にも関わらず、
軍が実質的に刑事訴追を受けない事実、

#強制労働が用いられている公共事業を
実施するためのほかの財政的・実際的措

置を当局が考案できないことを指摘する。

そして、今後の動向を左右する三つの相

関要因として、経済の近代化、強制労働

を廃絶するとの政治的公約の貫徹、国際

社会の熱意をあげる。

◇グローバル化世界委員会

理事会のグローバル化の社会的側面作

業部会は、事務局長の提案に基づき、グ

ローバル化の社会的側面に関する報告書

を作成するため、１８名の識者からなる世

界委員会の設置を決定した。委員は事務

局長が任命し、来年早々に顔ぶれが発表

される。２００３年３月の理事会に審議のた

め提出されるこの報告書は、世界経済と

働く世界の相互作用を含め、グローバル

化の社会的側面を扱う権威ある研究成果

となることが期待されている。

作業部会にはこの他に、「貿易自由化

と雇用」と題する討議資料が提出され、

審議された。貿易自由化が雇用に与える

影響を吟味するこの討議資料は、貿易自

由化は経済成長率と生産構造を変化させ

ることによって雇用水準と雇用の質に大

きな影響を与えるとし、貿易自由化が雇

用創出を最大化するよう国内の経済社会

政策・制度を適切に整備する必要性があ

ると強調する。

◇結社の自由

設置５０周年を迎えた結社の自由委員会

では、１６件の案件が審議され、このうち

７件について最終結論に達した。特に、

労働組合の自由が厳しく制約されている

ベラルーシとベネズエラに関しては、早

急の対処が求められた。

日本の案件も３件（新規２件、その他

１件）提出されているが、いずれも検討

は来年３月の次期会合に先送りされた。

◇コロンビア

労働組合リーダーの殺害等、結社の自

由の深刻な侵害が問題となっているコロ

ンビアに関しては、労働組合リーダーや

企業経営者の生命を保護するメカニズム

の創設、結社の自由尊重の強化、企業の

自由、労働条件、社会的保護の向上等を

目指した技術協力計画の大枠について合

意が達成された。

理事会の討議資料は、ウェブサイト

（http://www.ilo.org/public/english/

standards/relm/gb/docs/gb282/index.

htm）に掲載されている。

奥田日経連会長

国際労働問題研究所で講演

理事会会期中の１１月１３日、奥田碩日本

経営者団体連盟（日経連）会長は、ジュ

ネーブの国際労働問題研究所で「日本の

展望：成長と選択肢の拡大に向けて」と

題する講演を行い、理事を初めとする多

数の出席者を得て、好評を博した。奥田

会長は、日本経済の現状と課題、雇用問

題に対する日本の労使の対応、グローバ

ル化が進む中での日本の役割、２１世紀を

切り開くための基本的な理念という四つ

のテーマに沿って、日本の政労使雇用対

策会議やアジア太平洋経営者団体連盟

（CAPE）等における日経連の活動を紹

介した。２１世紀を明るい社会にするため

にめざすべきなのは、働きがい、生きが

いが大切にされる経済社会として、人間

の顔をした市場経済、多様な選択肢を備

え、機会の均等が確保された社会の必要

性を訴えた。

１９７５年に開始された国際労働問題研究

所の公開講演会は、著名人が現代経済社

会に関する新しい視点を開陳する国際的

な場である。

ILO も UNAIDS に参加

去る１０月２５日、ILO は、国連エイズ

合同計画（UNAIDS）の正式な一員とな

った。UNAIDS とは、国際機関が共同

でエイズウイルス（HIV）!エイズに対
する戦いを行っているプログラムであり、

ILO は国連児童基金（UNICEF）、国連

開発計画（UNDP）、国連人口基金（UN-

FPA）、国連薬物統制計画（UNDCP）、

国連教育科学文化機関（UNESCO）、世

界保健機関（WHO）、世界銀行に次いで

８番目の協力機関となった。

UNAIDS は、協力機関の努力と資金

を結集し、HIV の予防、患者・感染者の

治療と支援、HIV!エイズに対する個
人・社会の抵抗力の構築、HIV!エイズ
が社会、経済、人間に与える影響を緩和

するための活動を行っている。

HIV 感染労働者数は世界全体で２，５００

万人以上と見積もられる。昨年６月に

UNAIDS と協力枠組み協定を締結した

ILO は昨年１１月からHIV!エイズと働
く世界に関する計画を開始し、アフリカ、

アジア、東欧、中南米・カリブ諸国にお

いて、全国、産業、企業レベルで、政府

及び労使のエイズ対策活動を支援してい

る。今年６月の国連エイズ特別総会で発

表した「HIV!エイズと働く世界に関す
る行動規範」は、各国政府や企業が行動

規範、職場方針・行動計画を立案する際

の基礎として用いることができよう。

「ILO の参加は、働く世界に関わる理

解と専門知識をUNAIDS にもたらす。

職場はHIV!エイズの予防と治療計画
における重要な場」と、ピオットUN-

AIDS 事務局長は評価する。

HIV!エイズに関する ILO の活動は
ウェブサイト（http://www.ilo.org/aids）

にも掲載されている。
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第１３回アジア地域会議 ディーセント・ワークを
アジアで実現する方策を討議

去る８月２８～３１日にバンコクで開かれ

た第１３回アジア地域会議には３０の加盟

国・自治領から１９４名の政労使三者構成

の代表団が出席した。日本からは南野知

恵子厚生労働副大臣、政府代表―赤尾信

敏タイ国駐箚特命全権大使、青木功厚生

労働省職業安定局次長、同代理―恒川謙

司同大臣官房国際課長、石川和秀在タイ

日本国大使館公使、同顧問―角茂樹同公

使、中村暁郎同一等書記官、奥村英輝同

一等書記官、森實久美子厚生労働省大臣

官房国際課長補佐、中村かおり同係長、

使用者側代表―鈴木俊男日本経営者団体

連盟政策委員、同顧問―矢野弘典同常務

理事、讃井暢子同国際部長、労働者側代

表―伊藤祐禎日本労働組合総連合会顧問、

同顧問―笹森清同事務局長、中島滋同総

合国際局長が参加した。

議長はスリランカのアラビ・モウラナ

労働大臣兼ムスリム問題担当大臣代行、

副議長はパキスタンのファルハト・フセ

イン政府代表、アラブ首長国連邦のカリ

ファ・カミス・マタル使用者側代表、日

本の伊藤労働者側代表が務めた。

ソマビア ILO 事務局長は開会演説で、

アジア太平洋地域は世界経済の持続可能

性と将来の方向性を決定づける重要な地

域であり、グローバル化の針路に大きな

影響を与える潜在力を秘めると述べた。

そして、アジアでディーセント・ワーク

を創出するに当たっては、人々そして

国々が互いに共有する価値を推進し、実

現していくことを基本とすべきであると

した。ディーセント・ワーク（権利が保

障され、十分な収入を得、適切な社会的

保護のある生産的な仕事）は目標であっ

て、基準ではなく、権利、雇用、社会的

保護、社会対話を統合した政策課題であ

るとし、この地域会議はアジア太平洋地

域においてディーセント・ワークの欠損

を埋めていく上での優先課題を整理し、

今後の ILO の支援策のあり方について

指針を与える機会であると述べた。

会議では、「アジアにおけるディーセ

ント・ワーク」と題する事務局長報告を

もとに、地域でディーセント・ワークを

創出する方法に関する具体的な討議が行

われた。参加者からは１９９７年の金融危機

からの回復の弱さに対する懸念が示され、

地域の特性に配慮しながら、ディーセン

ト・ワーク概念の各要素を統合的に実施

する緊急の必要性が訴えられた。仕事が

なくてはディーセント・ワークもあり得

ないこと、失業は最大の労働の搾取であ

ること、最善の貧困対策は雇用であるこ

と、男女の機会と権利の平等が達成され

ない限り、ディーセント・ワークはあり

得ないこと、社会的保護は雇用を伴うも

のでなくてはならないこと、社会対話は

危機の際に本質的な役割を演じることと

いった意見が表明された。公平原則の担

保された成長の推進と雇用創出に焦点を

当てること、児童労働撲滅国際計画

（IPEC）が子どもの権利、子どもの保

護・開発において重要な役割を演じてい

ること等で合意が見られた。

若者の高失業、インフォーマル・セク

ターの拡大、女性労働者の現状、社会的

保護、労働安全衛生、グローバル化、移

民労働等、討議内容は多岐にわたった。

生産性向上と競争力増大の密接なかかわ

りが論じられた中で、訓練の重要性に関

連し、南野副大臣は１３０年前の貧しい日

本が、食べるのも惜しんで子どもの教育

に投資してきた歴史を紹介した。

この他に、!基準、労働における権利、
社会対話、"雇用と社会的保護のそれぞ
れに関する三者構成のパネル討議、１９９７

年の第１２回地域会議以降２０００年までのア

ジア太平洋地域における ILO の活動に

関する話し合いももたれた。また、地域

会議の特別行事として、奥田碩日本経営

者団体連盟会長が２７日に「パートナーシ

ップとリーダーシップ」と題する講演を

行った。

採択された結論は、２１項目に及ぶ。そ

の中で注目されるのは、雇用創出をアジ

ア太平洋地域及びアラブ諸国双方におけ

るディーセント・ワークの優先課題とす

るよう求めている点であり、これに関連

して生産性向上や企業の競争力拡大の重

要性にも言及している。また、限られた

社会的保護を地域内におけるディーセン

ト・ワークの最大の欠損と認めた。これ

らのほか、各国に三者協議を通じディー

セント・ワークに向けた国内活動計画を

策定するよう求めるとともに、その設計、

実施、モニタリングを円滑化するため、

各国の状況を紹介するウェブサイトを開

設するよう ILO に求めている。

グローバル化に関しては、ILO 事務

局長に対し、域内政労使三者と協議の上、

現行の景気後退の悪影響を予防・軽減す

る指針と計画、並びに加盟諸国の持続的

な経済成長達成のため、世界経済への参

加を支援するような計画を緊急に立案す

るよう求めている。そして、ILO の労

働における基本的原則・権利宣言を景気

変動やグローバル化から生じる社会問

題・構造変化への適切な対応の枠組みと

評価し、全加盟国に対し、基本条約の原

則に従って法を整備し、基本条約を批准、

適用するよう求めている。男女格差の問

題については、各国が男女平等に関する

期限を定めた計画を導入するのを支援す

るよう、IPECについては、子どもの人

身売買と債務奴隷労働に優先的に取り組

むよう ILO に求めている。

CAPE 設立
去る８月２７日、バンコクでアジア太平

洋経営者団体連盟（CAPE）の設立総会

が開催され、奥田碩日本経営者団体連盟

（日経連）会長が初代会長に選出された。

会長の任期は３年であり、その間、会長

の出身母体が事務局を提供することにな

っているため、日経連が初代事務局とな

り、矢野弘典日経連常務理事が事務局長

に任命された。

CAPE は、１９８８年から日経連が ILO、

国際使用者連盟（IOE）と協力して開催

してきたアジア太平洋地域経営者サミッ

トに参加しているアジア太平洋地域の使

用者団体による連合体である。日経連の

ほかに、オーストラリア、バングラデシ

ュ、中国、フィジー、インド、インドネ

シア、韓国、マレーシア、モンゴル、ネ

パール、ニュージーランド、パキスタン、

パプアニューギニア、フィリピン、シン

ガポール、スリランカ、タイ、ベトナム

の１９カ国の全国的使用者団体が加盟して

いる。CAPE は情報交換、調査研究等

を通じ、アジア太平洋地域の魅力的なビ

ジネス環境の構築、社会・経済の発展を

目指す。
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世界雇用フォーラム：ILO の雇用戦略に幅広い支持
１１月１～３日にジュネーブの ILO 本

部で、現下の雇用問題を検討し、ディー

セント・ワークの創出に向けた革新的な

方策を話し合う世界雇用フォーラムが開

催され、世界約１１０カ国より首相・大臣

を含む政府代表、労使、国際機関、NGO、

学識者、民間企業代表など約７５０名が参

加した。日本からも伊藤祐禎 ILO 労働

者側理事、恒川謙司厚生労働省大臣官房

国際課長らが出席した。

開会式にはアナン国連事務総長も出席

し、９月１１日の同時多発テロ事件が平和

と安全の問題を遙かに越え、地球規模で

人間の安全保障を脅かしている事態に警

鐘を発した。ソマビア ILO 事務局長は、

今日の状況をグローバル化時代初の世界

同時景気後退期と呼び、危機の打開に向

けた国際的な景気刺激策の必要性を唱え、

各国の、そして国際的な雇用創出政策を

統合するため、国連諸機関、世界銀行、

国際通貨基金（IMF）と調整を図ってい

ることを明らかにした。また、先進国は

景気拡大策を追求する一方で、途上国に

は緊縮策や構造調整策を強いることの危

険性を指摘した。

「２１世紀におけるディーセント・ワー

クの創出」を総合テーマとするこのフォ

ーラムでは、ラスムセン・デンマーク首

相、オンケリンクス欧州連合（EU）労

相理事会議長（ベルギー副首相兼雇用・

機会平等大臣）、ビル・ジョーダン国際

自由労連（ICFTU）書記長、フランソ

ワ・ペリゴ国際使用者連盟（IOE）会長

など、国連諸機関の長、政治・経済界の

リーダー、組合代表、学識者がスピーチ

を行った。今年ノーベル経済学賞を受賞

したスティグリッツ・米コロンビア大学

教授は２日目に基調講演を行い、ILO

の目標である「ディーセント・ワーク、

完全雇用、より良い労働条件」への支持

を聴衆に呼びかけ、開発における「基本

的労働権」の必要性を強調した。

フォーラムでは、教育と労働：雇用を

可能にするための技能（若者の失業問題

を含む）、世界統治と国際政策調整、貿

易と投資による雇用便益極大化等６つの

テーマでパネル討議が行われた。情報通

信技術（ICT）は強力な雇用創出と開発

の手だてを提供すること、中小企業が有

効な雇用創出手段となるには社会対話の

成功が重要なこと、職場実習と学校教育

を組み合わせた実習制度は若者を生産的

な高技能職に統合する効果的な手段であ

ること、現在、世界及び各国で見られる

統治制度は不十分で、不公正な結果を生

じつつあること、インフォーマル経済の

拡大は、広範な社会的保護の必要性を示

すこと、女性の開業には障壁があること、

貿易自由化がもたらす貿易と雇用の便益

がより広く共有されるよう国際支援を貿

易自由化の一部と見なすことといった点

で合意が見られた。新しい形態の国際統

治の必要性についても多様な意見が表明

された。

討議資料として提出された報告書「A

Global Agenda for Employment :

Discussion Paper」は、２０１０年までの

経済成長率及び生産性の伸びが９０年代と

変わらなければ、少なくとも１億６，０００

万人が職を失い、８億人以上が不完全就

業状態となり、１０億人以上が１日１ドル

の貧困水準以下の生活を余儀なくされ、

欧米や日本の経済・雇用情勢も一層深刻

化すると予測し、適切な雇用対策の重要

性を強調する。

国連社会開発サミットのフォローアッ

プ活動として２０００年に開催された国連社

会開発特別総会で開催が求められたこの

フォーラムは、９月１１日のテロ事件後初

めて、事件の影響による世界経済低迷の

打撃を受けている世界の労働市場を危機

から救う適切な対応策を求める話し合い

の場となった。ILO が提案し、フォー

ラムで検討された国際的な雇用戦略

（Global Employment Agenda）は、

雇用問題解決に向け世界が共に闘う必要

性を強調し、国際貿易、情報技術、起業

家精神、環境持続性、財政金融政策、教

育訓練、健康と安全、労働市場政策、社

会的保護、社会対話の１０項目を中心要素

に、雇用を創出し、貧困を緩和する枠組

みを提示する。フォーラムでは、世界的

な景気後退と９月１１日のテロ攻撃の二重

の打撃によって深刻化しつつある失業問

題と貧困問題に緊急に対処する必要性が

強調された。景気後退に対しては国際的

な景気刺激策、雇用創出と貧困問題緩和

に対しては協調的な構造政策・労働市場

政策の必要性が唱えられた。

フォーラムの成果を実現する政治的手

段としては、◇ディーセント・ワークの

成長における配当に関する理解を深める

こと、◇２００２年にヨハネスブルグで開催

されるリオ＋１０会議までに雇用戦略で確

定された主要分野に関する円卓会議を開

催すること、◇国際経済戦略と各国レベ

ルの経済改革計画が雇用に与える影響を

評価する方式と指標を開発すること、◇

国際雇用戦略を基盤に、アフリカ雇用計

画のように地域の実情に合わせた地域イ

ニシアチブを開発することなどの案が提

示された。また、雇用戦略を成功に導く

条件として、◇国際景気刺激策を通じた

経済成長の回復、◇債務免除その他の措

置を通じた途上国への資金の流れの拡大、

途上国の先進国市場への参入を基盤とし

たより均等で公正な国際経済秩序を緊急

に構築する必要性、◇ディーセント・ワ

ークとより幅広い富の共有に向けた変化

の推進と管理が強調された。

討議資料、会議の模様は、ILO のウ

ェブサイト（http://www.ilo.org/public

/english/employment/geforum/index.

htm）で見ることができる。

テロ同時攻撃の影響を検討

観光・航空産業

９月１１日のテロ同時攻撃は、雇用情勢

にも深刻な影響を与えた。ILO は１０月

に観光、航空業に対するこの経済的な影

響を検討する会合をジュネーブの ILO

本部で緊急に開催した。

□ホテル・観光業非公式会合

１０月２５～２６日には、観光業の危機を評

価し、影響を緩和する手段を話し合う政

労使三者構成の会合が開かれた。

会合では、◇対立ではなく、協力が必

要なこと、◇国内経済、そして世界経済

にとっての観光業の重要性が認識される

必要があること、◇既存の社会的安全網

を補完する補足的な措置を講じる必要が

あること等、業界の危機打開に向けた実

際的な方策に関する合意が達成された。

この他に労使から、◇人々の観光機会

拡大に向けた措置を講じること、◇政府

は労使の一時的なコスト削減策に、観光

関連税の引き下げといった政策で協力す

ること、◇観光産業の従業員を維持する

（６） No.４９５ I L O ジ ャ ー ナ ル ２００１年１１・１２月号



ための教育訓練計画は、労働者の負担を招かないようにするこ

と等の提言が出された。

□民間航空シンクタンク会議

１０月２９～３０日には専門家と航空会社及び航空産業労組代表が

集い、民間航空に対する事件の影響を話し合うシンクタンク会

合が開催され、航空業界再建に向けた一連の実際的な措置を求

める声明が発表された。声明は、危機対策として、◇業界全域

にわたる経済・規制枠組みの見直し、◇安全・保安問題に取り

組む上での人的要素の役割と安全文化に焦点を当てること、◇

技術と投資は安全・保安面の改善に貢献し、新しい雇用機会の

創出に寄与しうること等各種措置の推進を求めている。

来年１月２１～２５日に予定されている民間航空業の三者構成会

合でも、９月１１日の事件後の危機が社会と安全面に与えている

影響が新たな議題として取り上げられることに決まった。

それぞれの会議の討議資料は、観光、航空産業ではレイオフ

が広がり、危機の影響は１０年前の湾岸戦争時よりも深刻と記す。

ホテル・観光産業は、テロ事件以前から既に景気低迷の影響を

被っており、失業者数は世界全体で９００万人近くに達すると予

測される。世界全体の就業者数約４００万人の航空産業では、既

に職を失ったか、近い将来、失うおそれがある人々の数が２０万

人を超えると見積もられる。討議資料を含む会議の各種資料は

ILO のウェブサイト（http://www.ilo.org/public/english/

dialogue/sector/index.htm）に掲載されている。

米国と国際労働基準 カカオ農園の児童労働
カンボジア衣料産業の労働条件

米国は国際労働基準の適用に向けた活動を積極的に行ってい

る。最近の例を二つ紹介する。

◇西アフリカのカカオ産業 去る１０月、米国のトム・ハーキ

ン上院議員、エリオット・エンゲル下院議員は、チョコレート

製造業者協会（CMA）、世界カカオ基金（WCF）と、西アフ

リカのカカオ農園における児童奴隷を撲滅し、世界のココア・

チョコレート産業から最悪の形態の児童労働をなくすことを目

的とした「ハーキン・エンゲル議定書」を締結した。議定書は、

信頼性があり、相互に許容可能で同産業を地球規模でカバーす

る国際基準の開発を定めると共に、カカオ豆の生育・加工にお

ける最悪の形態の児童労働の状況を把握し、廃絶に向かわせる

ための独立した監視・報告システムを設ける。チョコレート等

に用いられるカカオが強制的な児童労働を用いずに生育・加工

されたことを示す公的認証システムについても規定する。

ILO は、国際食品関連産業労働組合連合会（IUF）、反奴隷

運動「フリー・ザ・スレイブス」、全米消費者連盟（NCL）、

米国政府と共に、今後４年間にわたり、議定書の実施にあたっ

ていくことになる。

ILO の児童労働撲滅国際計画（IPEC）は、現在、西アフリ

カのカカオ生育圏における児童労働問題の調査を行っており、

年内に報告書を発表する予定である。

◇カンボジアの衣料産業 １１月に ILO は、カンボジア衣料

産業の労働条件に関する初の報告書を発表した。報告書は同産

業においては、児童労働、強制労働、セクシュアル・ハラスメ

ントが存在する証拠は見られないが、幾つかの工場で賃金支払

いにおける不正、残業強制、反組合的差別行為が見られると指

摘する。この報告書は、カンボジアが米国と締結している貿易

協定に基づく工場労働モニタリングという新たな役割を ILO

に与えたプロジェクトの成果として作成された。

衣料品は、カンボジアの総輸出高の７割を占めるが、１９９９年

１月に締結されたこの貿易協定は、カンボジアが ILO の中核

的労働基準を遵守している限り、米国向け輸出高を年１４％増加

させることを認めるものである。米国政府は毎年１２月１日まで

に、カンボジアの繊維・アパレル産業が国際基準を実質的に遵

守しているかどうかの決定を下すことになっている。

日日本本労労働働研研究究雑雑誌誌
２００１年 ９月号
定価 ８９５円
年間 １０，７４０円

（〒共）

特集●投稿論文特集号２００１
提 言 IT 革命と人事管理 ………………………………小島 浩
論文（投稿） １９８０～９０年代の賃金格差の推移とその要因……篠! 武久

コンピューター使用が賃金に与える影響
……………………………………小原 美紀・大竹 文雄

研究ノート（投稿） パートタイマーの量的な基幹労働力化…………本田 一成
座 談 会 平成１３年版労働経済白書をめぐって

―情報通信技術（IT）の革新と雇用
……酒光 一章・大竹 文雄・高山与志子・八幡 成美

書 評 橘木俊詔・野田知彦著『日本における労働組合の経済効果』
………………………………………………Ｇ．ブルネッロ

日本労働法学会編集『講座 ２１世紀の労働法』
……………………………………………………萩澤 清彦

苅谷剛彦・菅山真次・石田浩編『学校・職安と労働市場』
……………………………………………………尾高煌之助

菊池馨実著『社会保障の法理念』………………西村健一郎
労働調査ノート 組織、職場、仕事等の測定尺度に関する研究の現状

―モラールサーベイのその後と関連尺度………松本 真作
資 料 JIL労働文献目録…………………………日本労働研究機構

日本労働研究機構（〒１６３‐０９２６ 東京都新宿区西新宿２‐３‐１ 新宿モノリスビル）
!０３（５３２１）３０７４（出版課）

日日本本労労働働研研究究雑雑誌誌
２００１年 １０月号
定価 ８９５円
年間 １０，７４０円

（〒共）

特集●情報開示と労働
提 言 ヒト情報公開戦略…………………………………鈴木 敦子
特集解題 情報開示と労働―特集のねらいと解説…………編集委員会
論 文 企業の求人募集

―求人情報の出し方とマッチングの結果……阿部 正浩
ジョブ・マッチング 情報とネットワーク…渡辺 深
人事管理と従業員の個人情報……………………廣石 忠司
労働市場における情報開示―法律の立場から 岩出 誠

紹 介 インサイダー規制が労使関係や労働組合活動に与えた影響
……………………………………………………草野 忠義

論 文 欧州における企業内労働者代表に対する情報提供・協議義務
………………マルコ・ビアジ，ミケーレ・ティラボスキ

書 評 稲上毅・連合総合生活開発研究所編著
『現代日本のコーポレート・ガバナンス』………星 岳雄
李"著『解雇紛争解決の法理』……………………唐津 博
佐藤厚著『ホワイトカラーの世界』……………石田 光男

読書ノート Ｒ．ベアトゥ，Ｊ．ガーシュニィ編
『イギリス家族生活の７年』……………………永井 暁子
熊沢誠著『女性労働と企業社会』………………田中 恭代

発 表 第２４回（平成１３年度）労働関係図書優秀賞
第２回（平成１３年度）労働関係論文優秀賞

資 料 JIL労働文献目録…………………………日本労働研究機構

日本労働研究機構（〒１６３‐０９２６ 東京都新宿区西新宿２‐３‐１ 新宿モノリスビル）
!０３（５３２１）３０７４（出版課）
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２００２年度幹部候補生募集近づく

ILO は、２０００年から、分担金の負担

に比して職員数が少ない加盟国から将来

有望な若者を幹部候補生として採用する

制度（YPCEP）を始めており、既に日

本からも数名が採用されている。２００２年

１０月勤務開始予定のYPCEP第３期生の

募集に関する詳細は次の通り。

◇年齢：２５～３２歳（２００２年１０月時点）

◇学歴：学士号取得者で実務経験者また

は修士号・博士号取得者◇専門：労働法、

国際法、労働経済、開発経済、社会科学、

社会学、人類学、統計、財務、人材開発、

ジェンダー◇言語：英仏西語の少なくと

も１カ国語で職務遂行可能なこと。採用

後、他の１カ国語習得要◇能力：分析

力・作文力等が必要◇資質：ILO がめ

ざす社会正義の実現に共感し、情熱をも

ってその任務に取り組めること。優秀か

つ柔軟で適応力があること。公平かつ的

確な判断力と交渉力を有し、外交能力の

あること◇応募期間：２００２年２月１日～

３月３１日◇応募：オンライン受付のみ。

詳細は ILO ウェブサイト（http://www.

ilo.org/public/english/bureau/pers/

vacancy/ypcep.htm）まで。
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Ｉ Ｌ Ｏ 東 京 支 局

〒１５０―０００１東京都渋谷区神宮前５―５３―７０国際連合大学本部ビル８階
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郵便振替００１４０―２―１９２２１番
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Ｉ Ｌ Ｏ の 出 版 物 好 評 発 売 中

Key Indicators of the Labour Market 2001-
2002
「主要労働市場指標２００１
‐２００２年」

労働力参加率、雇用!人口比、雇用形
態、部門別雇用、パート労働者、労働
時間、失業、若年者失業、長期失業、
学歴別失業、製造業賃金指数、時給
コスト、労働生産性、労働市場の流動
性、貧困と所得配分等、労働市場に関
する２０の指数を国際比較するILOの最
新統計。

２００１年刊８８４pp. ２０，０００円

人事ニュース

第１３回アジア地域会議事務局長報告

Decent Work in Asia
「アジアにおけるディーセント・ワーク」

本年８月にバンコクで開催されたILO
のアジア地域会議に提出された報告
書。最善の貧困削減戦略としての雇用、
社会保護、ディーセント・ワーク実現の
ための社会対話の各側面から、アジア
地域におけるILO活動を総括する。

２００１年刊１３４pp. １，５００円

Cooperatives in Asia: From Reform to Re-
construction
「アジアの協同組合：改
革から再建へ」

グローバリゼーションやアジア金融危
機などの危機的状況に、協同組合はど
のように対応するのか。協同組合育成
のための公共政策、各協同組合と連
合組織の関係、協同組合の支援サー
ビス（能力開発、訓練システム、経営コ
ンサルティング、起業等）、２１世紀にお
ける協同組合の方向を模索する。

K. Taimni著３００pp. ２，５００円

Sectoral Activities Programme

The impact of decentralization and privati-
zation on municipal services
「地方公共サービス分権
化・民営化の影響」

教育、医療、輸送、水道・ガス・電気な
どの公共サービスの地方分権化およ
び民営化について、その形態と結果、
サービスの質および効率との関係、雇
用や労働条件への影響を、世界的な
視野から分析する。

２００１年刊１１８pp. ２，０００円
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